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２．事業の概要と成果 

（１）上位目標の達成度 本事業は、「テヘラン州南部における、将来的に帰還を目指すアフガニスタ

ン難民及びイラン人貧困層の職業能力向上」を上位目標とする3年事業であり、

本事業は第2期に該当する。第1期では職業訓練校をテヘラン州南部のレイ市に

開設し、職業訓練、実務研修、情報支援の各研修プログラムを開始した。第2
期では各研修プログラムの充実、情報支援の強化に努めた。職業訓練校利用者

数は第1期では計854名であったのに対し、第2期では第1期利用者数を大幅に上

回る計1,387名が登録し各支援サービスを享受した。 
 
職業訓練プログラムでは、第1期から開催している英語やIT、医療、教育、出

版コースに加え、第2期からアフガニスタンの雇用機会調査の結果ニーズの高か

った会計や秘書業務、アドミニ業務等のスキルを習得できるビジネスコースも

開催した。第2期では532名がコースを受講し、その86%にあたる459名が卒業

した。コース卒業生へ聞き取り調査を行った結果、121名のうち60名が習得し

たスキルを生かしてイラン国内の地域社会やアフガニスタン難民コミュニティ

に貢献している。また、60名のうち21名が収入の創出を実現している。 
実務研修プログラムでは、インターン生は第1期と同様に受付や電話応対、コ

ース運営補佐などの業務に従事した。一方、第2期からはビジネスレベルの英語

やITスキル、またオフィスマナーを確実に習得することができるようインター

ン生を対象とした英語やIT、オフィスマナーコースなどを開催した。研修終了

後は、アフガニスタンに帰還し現地の企業に就職する者やイラン国内のNGOに

講師やパートタイムとして勤務する者、大学へ進学する者など、それぞれが各

自の目標に向かい更なるスキルや経験、知識の向上に努めている。 
情報支援プログラムでは、元帰還難民や企業代表者をアフガニスタンから招

聘してセミナーを開催し、帰還やアフガニスタンでの就職に関する情報を提供

した。また、アフガニスタンでの就職や教育、物価、治安などをテーマごとに

まとめた12冊のブロシュアを作成し、アフガニスタン難民に配布することで帰

還やアフガニスタンに関する情報支援の強化に取り組んだ。 
第2期からはアフガニスタン人スタッフをアフガニスタンのカブール市およ

びヘラート市へ配置し、アフガニスタンの企業や元帰還難民との関係強化を図

る一方、帰還者をイランとアフガニスタンの両国から支援できるよう帰還支援

制度の充実を図った。帰還支援では、職業訓練校においては帰還希望者のニー

ズに合わせ、帰還やアフガニスタンに関する情報の提供や就職活動のための履

歴書の添削などを行った。また、帰還希望者がアフガニスタンに帰還した際に

は、カブール市ないしヘラート市のアフガニスタン人スタッフが就職先斡旋や

住居探しなどの支援を行った。また、UNHCR資金にてカブールおよびヘラー

トから7企業をテヘランへ招聘し、アフガニスタン難民を対象とした就職面談会

を実施した。就職面談会では、職業訓練校利用者を対象に広報を行い参加を呼

びかけた。就職面談会では、職業訓練校利用者の10名が企業より内定を受け、

アフガニスタンへ帰国し就職した。一方、職業訓練校でも帰還支援を実施して

おり、14名がアフガニスタンへ帰還し、内2名が現地企業に就職している。 
 
第2期では、事業移管へ向けた情報収集にも取り組んだ。アフガニスタン難民

のコミュニティに恩恵が寄与するという観点から、アフガニスタン人主体の団

体ないしアフガニスタン難民のために活動するイラン人主体の団体へ事業を移
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管する予定である。アフガニスタン人主体の団体へ事業を移管する場合には、

恩恵が直接的にアフガニスタン難民へ寄与するという利点がある一方、イラン

国内での活動や資金調達面で制限が大きく、故に団体の基盤が弱い点が欠点で

ある。一方、イラン人主体の団体へ事業を移管する場合には、アフガニスタン

難民への恩恵の寄与が間接的になる一方、団体の活動や資金的基盤がしっかり

しているという利点がある。第3期では、候補団体の調査を進め、持続性が高く、

職業訓練校の活動を維持していくための組織力を有する団体を特定し、事業移

管を進めていく予定である。 
 

（２）事業内容 （イ）職業訓練プログラム 
①基礎コース：a) PC コース、b) 英語コース 
②上級コース：c) 医療（准看護士養成）コース 

d) 教育（小学校教員養成）コース、e) 出版コース、 
f）ビジネスコース 

（ロ）実務研修プログラム 
インターンシップ・プログラム 

（ハ）情報支援プログラム 
①アフガニスタン国内の関係団体・企業、帰還した元難民との協力強化・

情報収集 
②セミナー開催を通じての啓発・教育活動 
③ブロシュアによる情報配信 
④カウンセリングサービスによる個別相談 

（３）達成された効果 

   

 

申請書に基づいた事業の成果に関し、以下の表に示す。 
（イ）職業訓練プログラム 

成果：裨益者が①基礎コース(PC 基礎・英語)及び、②上級コース(医療・

教育・出版)を受講し、帰還後の就業に有用な技能を習得する 

指標：職業訓練コース受講者数 当初目標 

395 名 

実績 

532 名 

達成度 

135% 

（ロ）実務研修プログラム 

成果：センターでのインターン研修を通じて、オフィスワークに必要なス

キルの習得と実務能力の向上機会を得る 

指標：インターンシップ参加者数 当初目標 

10 名 

実績 

25 名 

達成度 

250% 

（ハ）情報支援プログラム 

成果①：裨益者がアフガニスタン国内の企業、関係団体、元難民等から、

現地の雇用や教育に関する情報提供や帰還に関するアドバイスを受ける 

指標：アドバイスを受けた難民数 当初目標 

60 名 

実績 

420 名 

達成度 

700% 

成果②：裨益者がセミナーに参加することで、就職やアフガニスタンへの

帰還に関する有用な情報を得る 

指標：セミナー参加者数 当初目標 

360 名 

実績 

847 名 

(29 回開催) 

達成度 

236% 

成果③：ブロシュアの配布を通じて、幅広い層のアフガニスタン難民らが、

アフガニスタンへの帰還や就職に関する有用な情報を得る 

指標：ブロシュア発行回数 当初目標 

12 回 

実績 

12 回 

達成度 

100% 

成果④：裨益者がカウンセリングサービスにより個々の状況やニーズに応

じた研修プログラムの提案や、帰還・就職に関するアドバイスを受ける 

指標：カウンセリング利用者数 当初目標 実績 達成度 
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360 名 1,140 名 317% 

 
（イ）職業訓練プログラム 

基礎・上級コース合わせてのべ 532 名が職業訓練コースに参加し、就職に際

して有用な知識や技術を習得するとともに、その 86％にあたる 459 名が修了試

験に合格しコースを卒業した。 
第 2 期では、第 1 期で開催したコースに加え、PC コースではアフガニスタ

ンで雇用ニーズの高いネットワーク技術者やウェブサイトコース、また会計や

ビジネス会話、秘書業務に特化したスキルの習得を目指したビジネスコースを

新たに開催した。ネットワーク技術者コースからは 33 名、ウェブサイトコース

からは 23 名、またビジネス関連コースからは 130 名が卒業し就業に必要な技

術を習得した。 
コース期間中は、各セッションの終了時に講師から受講生の取り組みに関す

る報告を受けコースの様子をモニタリングした。また、受講生からも評価アン

ケートを回収し、コース内容が適切で受講生の知識やスキルが確実に向上して

いることを確認した。受講生の満足度が低いコースに関しては、更なるアンケ

ートによって満足度の低い理由を調査すると共に、コース運営担当のスタッフ

が講師と協議しながらコース内容の改善に努めた。 
コースの終了後は、コースで習得したスキルや知識が活かされているか確認

するため、卒業生への聞き取り調査を行った。聞き取り調査を行った 121 名の

うち、84 名がコースで習得したスキルが役に立っていると回答した。60 名が

アフガニスタン難民コミュニティや語学などのプライベートの教育施設、アフ

ガニスタン難民向け現地/国際 NGO などでスキルを活かして活動しており、う

ち 21 名がアフガニスタン難民の雇用が認められる施設や団体で講師やパート

タイムとして勤務し収入の創出を実現している。第 3 期でも引き続き聞き取り

調査を続け、卒業生からのフィードバックをコースの改善と実践化に役立てる

予定である。 
 

（ロ）実務研修プログラム 
25 名のインターン生が各自の関心や習得を目指すスキルに合わせ、アドミニ

業務、グラフィックデザイン業務、IT 業務、ウェブデザイン業務のいずれかに

6 ヶ月間従事した。また、いずれの業務分野でもアフガニスタンの現地企業に

就職する際に求められるビジネスレベルの英語やコンピュータースキル、オフ

ィスマナーを確実に習得することができるようインターン生を対象とした英語

やタイピング、IT、オフィスマナーコースなどを開催した。研修を終了した 25
名のインターン生のうち 2 名がアフガニスタンへ帰還し、そのうち 1 名はカブ

ールの企業へ就職、もう 1 名は職業訓練校のカブール業務執行代理人として第

3 期より採用する予定である。また、7 名のインターン生が実務研修プログラム

を通じて習得したスキルを活かし、イラン国内の NGO に講師またはパートタ

イムとして勤務している。1 名が大学への進学準備中であり、2 名が大学へ進学

した。さらに、5 名が継続して第 3 期でも実務研修プログラムに参加し更なる

スキルの向上に努める予定である。また、3 名のインターン生は第 3 期よりフ

ェロー（有給インターン生）へと昇格し、新しいインターン生の指導、監督に

携わりながら職業訓練校の運営補佐を行っていく。 
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（ハ）情報支援プログラム 
① 帰還や現地の雇用、教育等に関する情報提供 
 カブール市やヘラート市のアフガン企業代表者を職業訓練校利用者に紹介

し、出版印刷や食品、建築、コンサル、IT、教育機関など異なる産業における

アフガニスタンでの就職状況に関する情報を提供した。また、本事業では 5 月

よりアフガニスタンのカブール市にアフガニスタン人業務執行代理人を配置

し、9 月からはヘラート市にアフガニスタン人スタッフを配置した。カブール

市およびヘラート市のアフガニスタン人スタッフを通じて、現地の企業や教育、

治安、物価などの情報を収集し、帰還を希望するアフガニスタン難民に対して

必要な情報を提供するとともに、帰還に関するアドバイスを提供した。帰還希

望者に対しては、アフガニスタン人スタッフとの連携のもと、帰還やアフガニ

スタンに関する情報の提供や履歴書の添削、アフガニスタン現地での就職先の

斡旋、住居探しなどを支援した。23 名が帰還し、うち 12 名が職業訓練コース

で習得したスキルを活かしアフガニスタンの現地企業に就職した。 
 

② セミナー開催を通じての啓発・教育活動 
 イランおよびアフガニスタンから講師を招聘し、計 29 回のセミナーを開催し

た。セミナーは、アフガニスタンに関する最新の情報提供、アフガニスタン難

民の帰還就職支援という目的から主に下記をテーマとして取り上げた。 
 
ⅰ) 職業訓練校利用者が関心のある職業分野を明確にし、職業訓練コースの受

講によって習得したスキルを実社会で活かせるよう「将来の目的と計画」や「起

業」をテーマに必要な知識を提供した。（計 2 回） 
ⅱ）元難民を講師として招聘し、帰還から定住に至るまでの経験を踏まえなが

ら、帰還やアフガニスタンに関する最新の情報を提供した。（計 4 回） 
ⅲ）就職支援として履歴書の書き方やオフィスマナーに関する知識を提供した。

また、「履歴書の書き方」セミナーでは、講義の後、参加者に対して個別に履歴

書の作成を指導した。（計 14 回） 
ⅳ) アフガニスタンの企業代表者が、企業が専門とする産業や分野について情

報を提供し、就職するために必要なスキルや経験などについて情報を提供した。

（計 7 回） 
ⅴ) アフガニスタンの現地 NGO スタッフがアフガニスタンの治安や生活、物

価、教育、雇用などに関する情報を提供した。（計 2 回） 
 
③ ブロシュアによる情報配信 
 12 冊のブロシュアを作成し、およそ 2,000 冊をアフガニスタン難民に配布し

た。ブロシュアは、アフガニスタンへの帰還や就職に関する幅広い有用情報を

含んでおり、職業訓練校以外にもテヘラン市内で開催されるアフガニスタン難

民支援に関するイベント等で配布した。ブロシュアのテーマは下記の通りであ

る。 
 
ⅰ）就職のための準備 
ⅱ）インターンシップとは 
ⅲ）就職に役立つ機関とウェブサイト 
ⅳ）帰還のための手続きと必要書類 
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ⅴ）就職面接 
ⅵ）雇用契約書とアフガニスタンの労働法 
ⅶ）カブールについて 
ⅷ）カブールでの生活 
ⅸ）アフガニスタンで役立つ連絡先リスト 
ⅹ）治安と衛生 
ⅹⅰ）大学と高等教育機関 
ⅹⅱ）カブールでの娯楽 
 
 
④ カウンセリングサービスによる個別相談 
 職業訓練の受講希望者に対して、グループカウンセリングを実施し、職業訓

練校のコースの概要、趣旨、目的を説明し、登録希望者が個々のニーズに即し

たコースまたは各研修プログラムを選択できるよう支援した。 
 
 第 2 期では、各研修プログラムの充実を目指し、当初目標を大幅に上回る実

績を達成した。また、各研修サービスの提供に留まらず、職業訓練コースの卒

業生が習得したスキルをイラン社会で活かしアフガニスタン難民のコミュニテ

ィに貢献することができるよう、アフガニスタン難民の雇用が認められている

学校や現地/国際 NGO、国連などの機関へ卒業生を紹介し就職先の斡旋を行っ

た。また、アフガニスタン人スタッフとの連帯を強化し、帰還およびアフガニ

スタンでの就職支援の充実にも取り組み、帰還者が現地で就職し、一刻も早く

安定した生活を送ることができるよう就職先斡旋や住居探しに取り組んだ。 
（４）持続発展性 第1期では、アフガニスタン難民支援に関する国際会議やイベント等に参加

し、テヘラン市内で同様のアフガニスタン難民支援を行っている団体の情報を

収集した。第2期では、移管に関する団体の選定を念頭に置き、それら各団体の

事務所を訪問し活動や組織に関する情報を収集した。第2期では、移管先の候補

団体として下記3案を検討したが、アフガニスタン難民の恩恵の享受と活動の持

続性という観点から、1）および2）を移管先団体候補とすることとした。 
1）アフガニスタン人主体アフガニスタン難民支援NGO（候補4団体） 
2）イラン人主体アフガニスタン難民支援NGO（候補6団体） 
3）イラン人主体職業訓練校（候補8団体） 

1）または2）への事業移管へ向け、団体の資金源や組織体制などもより詳細に

情報を収集し、組織基盤が強く職業訓練校の活動を継続しくことができる団体

を選定する必要がある。第3期前半期には、BAFIAや在イラン日本大使館から

の助言を受けながら移管先団体を決定し、後半期には移管先団体と協議を重ね

ながら事業の移管を進めていく予定である。早い段階から移管先団体と職業訓

練コースの運営を共同して行うなどし、職業訓練校の運営、管理のノウハウを

移管先団体へ引き継いでいく予定である。 
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